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ホームページ  : https://kyodonewskenpo.or.jp

〒105‐7201　

FAX 　03-6252-8707

健保のしおり

令和6年4月1日現在

共同通信社健康保険組合
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①

①

②

特　　色
①

②

③

組　　織
① 22名 任期3年（平成23年度から任期を2年から3年へ延長）

11名
11名

② 8名 半数ずつを選定議員と互選議員の中から選出
4名
4名

③ 2名 理事を除く選定・互選各議員の中から、各1名を選出
④ 理事の選挙で選定理事から選出、健保組合の代表者（一般社団総務局長）
⑤ 選定理事の中から理事長が指名、理事長を補佐し業務を執行
⑥

運　　営
①

② 組合会で決めたことを実行する執行機関

催③

会　　計

監督官庁

常務理事

組合管掌 共同通信社のような一定規模以上の会社が、厚生労働大臣の認
可を受けて健康保険組合を設立し、 健康保険事業を行うもの健康保険

協会けんぽ 組合健保以外の会社を対象に健康保険事業を行うもの

制度の目的

組合会

付加給付と保健事業が実施できる

（本社）

選　定

被保険者の選挙により選ばれる
（本社、札幌・仙台・名古屋・大阪・福岡各支社から計11名）

互　選

（本社）
互　選

ｲ. 法定給付

ﾛ. 付加給付 財政の許容範囲内で法定給付に上乗せ して行う健保組合
独自の給付

本人・家族の健康を守るため、各種検診を実施して病気の予防や早期発
見につとめるとともに、直営保養所の設置運営を通じ、健康保持・増進を
図る

②

監督官庁は厚生労働省。同省の関東信越厚生局による指導、監査を受ける。

毎年4月から翌年3月までの単年度会計で、その年の支出はその年の収入で賄う
収入の大部分は保険料、支出の大半は医療費・拠出金が占める

通常は年2回開催

通常は年2回開催
予算、決算、事業計画、規約、財産処分など重要事項を決める議決機関

妊娠85日以後
の出産に対し、

理事会

決算組合会が開かれる前に、健保組合の業務が正しく行われているかど
うかを監事が監査する（毎年6月）

事業主が指名（本社10名　ＫＫ1名）

議　員

適用 (保険料・被保険者証)、給付 (医療費関係)、施設 (伊東保養所)、疾
病予防（人間ドックなど）の各業務、経理、庶務

理　事
選　定

理事長

事業主と被保険者の代表により組合が構成されるため、民主的で円滑な運営が期待できる

〔１〕健康保険制度の概要

保険者に

業務外の病気、けが、死亡や出産などによる不時の出費に備え、共同通信社で働く人たち
が、それぞれの収入に応じて保険料を出し合い,これに事業主も負担して、経済的に困らな
いようにするための相互扶助制度（業務上・通勤途上の病気、けが、死亡等は労災保険扱
い）

制
度
の
し
く
み

２大事業

事務長など専従職員2名、兼務職員1名。他に3名（本社21F）事務局

保健事業

健
康
保
険
組
合
の
組
織
と
運
営

よる区分

監　事

組合の財政事情に応じて一定限度内で保険料率の変更を行うことができ、被保険者の負
担割合を折半負担よりさらに軽減することもできる

本人・家族の病気やけがの医療費 、出産、死亡などに対し
て法律で定められた給付

保険給付
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被保険者 ①

（本人）

②

被扶養者 ①
（家族）

② 厚生労働省の定めた基準
ｲ

ﾛ

ﾊ

③ 被扶養対象者によって証明書類は異なる

ｲ

ﾛ

ﾊ

ﾆ

ﾎ

ﾍ

ﾄ

ﾁ

本人・家族を問わず､75歳（寝たきりの人など障害認定を受けている人は65歳）以上の人の医療は

後期高齢者医療制度へ移行

①

②

③

資格証明

加
入
者

死亡や退社で被保険者でなくなったときは、被保険者証を返還する

共同通信グループで働き、健保加入の条件を満たしている人は、入社日に被保険者となり、
退社または死亡した日の翌日に被保険者でなくなる

①の在職期間が2カ月以上ある人が退社後20日以内に申し出れば、任意継続被保険者とし
て引き続き2年間共同健保に個人で残ることができ、在職時と同じ扱いとなる

②の保険料は、その人の退職時の標準報酬月額と共同健保の平均額を比較した額のいず
れか低い方の額。事業主が負担していた分も含め、全額を毎月10日までに納付する

証明書類

内縁の配偶者の父母・連れ子

年金裁定・改定通知書（直近）（写）

扶養の基準

主として被保険者の収入で生活している次の人（ﾎ～ﾄは同居が条件）

日本国内に住所を有する者（外国において留学する学生等、国内居住要件の
例外あり）

被扶養者となる人の年間収入が1,300,000円未満（60歳以上と身体障害者は
1,800,000円未満）で、被保険者の収入の2分の1未満であること

範　  囲

子・孫

戸籍謄（抄）本

住民票

配偶者（内縁でもよい）

兄・姉・弟・妹
父母・祖父母など直系尊属

紛失したとき（悪用を防ぐため警察へも届け出る）

三親等内の親族

内縁の配偶者死亡後の父母・連れ子

75歳
以上

健
康
保
険

被
保
険
者
証

被保険者証が手元にないため治療が受けられないとき、資格証明書を発行する

被保険者になると被保険者証（カード）が交付され、氏名・生年月日等の内容を確認のうえ、
住所を各自で記入。被保険者証は健康保険で医療を受けるための大切な証明書、次の場
合は届け出が必要になる

別居の場合は、上記の金額の基準内で別居家族の生活費の2分の1以上を送
金していること

被保険者証
（カード）

扶養家族に異動があったとき

在学証明書

退職証明書・源泉徴収票・雇用保険受給資格者証（写）

雇用保険被保険者離職票（その1・その2）（写）

出産証明書

確定申告書（写）・住民税（課税・非課税）証明等

本人・家族の氏名や生年月日等に変更・訂正があったとき

送金受付票（写）
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定　　義

対　　象 金銭・現物を問わず、労務の対象として支給された賃金総額
（税金控除前の総支給額で通勤費を含む）

① 入社時
②

決定時期

③

 標準報酬月額の92/1,000 （給料100,000円につき9,200円）
料　　率  事業主 58/1,000  被保険者 34/1,000

負担割合   例：標準報酬月額500,000円の人の保険料
 　　  事業主　（会社）29,000円
 　　  被保険者（個人）17,000円（給与から控除）　計46,000円
 負担割合は事業主63.04％、被保険者36.96％

① 月単位、加入月は月初でも月末でも1カ月分の保険料を徴収する

②

③ 同一月に入社して退社した時は、1カ月分の保険料を徴収する

1

料　　率 標準報酬月額の17/1000 （介護保険料の納付額により変動する）
負担割合 事業主・被保険者が折半

第2号被保険者を扶養している40歳未満、もしくは65歳以上の人（国内に
第2号被保険者の扶養家族を残している海外赴任者を含む）

40歳以上、65歳未満介
護
保
険

第2号被保険者

特定被保険者

保
険
料

被
保
険
者

介護保険の保険料
市区町村、国、都道府県、健保組合等が財政面、事務面から支援するも
の。保険料は被保険者の給与から徴収する。65歳以上は居住する自治体
の国保から請求される

固定的賃金の変動によって現在の等級に2等級以上の差が生じたときは、
4カ月目から改定する（随時改定）

毎年7月1日現在で、その年の4・5・6月の3カ月間に支払われた報酬の平均
月額及び年間賞与額の12分の1に基づいて、全被保険者 について見直す。
決定した標準報酬月額は、その年の9月から翌年8月まで適用する（定時決

健
康
保
険

控　　除

計　　算

毎月の給与から控除できるのは前月分の保険料のみ。ただし、月末退社
の場合は前月分と当月分の2カ月分を、同一月での入退社の場合は当月
分をそれぞれ控除できる

標
準
報
酬

保
険
料

最低58,000円から最高 1,390,000円までの50等級に設定した標準報酬の
ランクに、被保険者が実際に受ける給料をあてはめ、これに基づいて、保
険料の計算をはじめ、傷病手当金や出産手当金の計算に使用する

退職月は徴収しない（ただし月末退社は喪失日が翌月初日になるので
徴収する）
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70歳未満　7割給付

医　　療
70歳以上75歳未満は8割給付（昭和19年4月1日以前生まれの方は、9割給付）
で、現役並み所得者は7割給付

65歳以上の高齢者が療養病床に入院する場合は、医療の必要性が高い

場合を除き、食費･居住費を自己負担

対象者

保険料 広域連合（都道府県単位）ごとに決める

保険者 広域連合（都道府単位）

①医療費の1割を自己負担。但し、次の両方を満たす場合は2割負担。

・課税所得が28万円以上

・（単身者の場合）年金収入＋その他合計所得が200万円以上

・（2人以上世帯の場合）年金収入＋その他合計所得が320万円以上

②現役並み所得者は3割負担

保険料 それぞれの市町村で定められた所定の国民健康保険料を負担する
（参考）昨年度　東京23区の保険料
①基礎分（医療分）＋後期高齢者支援金分
　 1年間の保険料＝所得割額＋均等割額
       1年間の保険料の最高限度額＝850,000円
②介護分
       1年間の保険料の最高限度額＝170,000円

広域連合（都道府県単位）から交付される「後期高齢者医療の被保険者証」を
医療機関に提示、次の一部負担金を支払う

国
民
健
康
保
険

対象者

医　療

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

前
期
高
齢
者
医
療
制
度

対象者は75歳以上の人、65歳以上で寝たきりの人など障害認定を受け
ている人など。財政調整の仕組みで各健保組合は制度維持の支援金を
負担

対象者はすべての国保、協会けんぽ、健保組合の被保険者、被扶養者の65
歳以上75歳未満。財政調整の仕組みで各健保組合の医療費負担の不均衡を
調整している
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　〈被保険者（本人）〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 区分 法定給付（全国一律） 付加給付（上乗せ給付）

保険診療 ◎ 療養の給付 ◎ 一部負担還元金

◎ 薬剤支給

◎ 高額療養費

①標準報酬月額83万円以上

②標準報酬月額53万円～83万円未
満

③標準報酬月額28万円～53万円未
満

⑤低所得者は月額35,400円が限度
額

◎ 訪問看護療養費 ◎ 訪問看護療養費付加金

◎ 療養費（要申請） ◎ 一部負担還元金（要申請）

立替払い

〔２〕保険給付一覧

給付の種類

 
病
気
　
け
が

在
職
中

健保組合が7割を負担、本人が残
りの3割、入院時の食事療養標準
負担額を窓口で支払う（食事療養
標準負担額は、付加給付の対象
外）

健保組合が7割を負担、本人が3割を
窓口で支払う

医療費自己負担分（3割）が月単位で
医療機関毎に下記を超えたときは超
えた分が払い戻される

月単位で医療機関毎の自己
負担額（3割）から 20,000円を
控除した額を支給（100円未満
切り捨て）

自己負担額（3割）から20,000円を
控除した額を支給（100円未満切
り捨て）

やむを得ない理由で被保険者証を使
わずにかかったときの医療費、コル
セット代等は、いったん立て替え払い
し、後で健保組合へ請求して規定額
の7割を現金給付する

訪問看護を受けたときの医療費で健
保組合が7割、本人が3割を負担

252,600円＋（医療費総額－842,000
円）×1％

月単位で訪問看護ステーション毎
の自己負担額（3割）から 20,000
円を控除した額を支給（100円未
満切り捨て）

④標準報酬月額28万円未満は月額
57,600円が限度額

80,100円＋（医療費総額－267,000
円）×1％

167,400円＋（医療費総額－558,000
円）×1％
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法定給付（全国一律） 付加給付（上乗せ給付）

◎ 移送費（要申請）

◎ 傷病手当金（要申請）

◎ 出産育児一時金（要申請） ◎

妊娠85日以後の出産に対し、１児
につき500,000円を支給

1児につき出産育児一時金の
100分の50に相当する額を支
給

◎ 出産手当金（要申請）

◎ 埋葬料〈費〉（要申請） ◎ 埋葬付加金（要申請）

 
区
分

給付の種類

在
職
中

 
病
気
　
け
が

立替払い 療養上、移送が必要になったとき、
移送に要した費用を支給

休業で給料
減のとき

継続した3日間の待機をおき通算
1年6カ月間、１日につき標準報酬
日額の2/3を支給

出
産

出産

出産育児一時金付加金（要申請）

休業で給料
減のとき

産前42日間（多胎98日）＋産後56日
間＝98日間（多胎 154日）　欠勤１日
につき標準報酬日額の2/3を支給

 
死
亡 死亡 一律50,000円を支給、家族がいない

場合は実際に埋葬を行った人
一律50,000円を支給

 
資
格
喪
失
後

傷病手当金
1年以上加入期間のある人が、在職時に傷病手当金を受けられる状態にあっ
た場合、1年6カ月の範囲内で就業できる状態になるまで受給できる（要申請）

出産

◎1年以上加入期間のある人が、在職時に出産手当金を受けられる状態に
あった場合、産前・産後を通じて所定期間受給できる（要申請）
◎1年以上加入期間のある人が、資格喪失後6ヵ月以内に出産した場合、出
産育児一時金が受給できる（要申請）

死亡
資格喪失後3カ月以内、傷病手当金や出産手当金の受給中、これらを受けな
くなって3カ月以内に死亡した場合は、埋葬料（費）が受給できる（要申請）
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〈被扶養者（家族）〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法定給付（全国一律） 付加給付（上乗せ給付）

 保険診療 ◎ 家族療養費

家族1人につき、被保険者本人と
同じ扱い

◎ 家族薬剤支給

家族1人につき、被保険者本
人と同じ扱い

◎ 家族高額療養費

家族1人につき、被保険者本
人と同じ扱い

◎ 家族訪問看護療養費 ◎ 家族訪問看護療養費付加金

家族1人につき、被保険者本人と
同じ扱い

立替払い ◎ 第二家族療養費（要申請） ◎ 家族療養費付加金（要申請）

移送費（要申請）

家族１人につき、被保険者本人と
同じ扱い

◎ 家族出産育児一時金（要申請） ◎

1児につき65,000円を限度に支給

◎ 家族埋葬料（要申請） ◎ 家族埋葬料付加金（要申請）

一律50,000円を支給 一律50,000円を支給

◎

家族1人につき、月単位で、訪問
看護ステーション毎の自己負担
額（3割）から、20,000円を控除し
た額を支給（100円未満切り捨
て）

家族出産育児一時金付加金（要申請）

家族療養費付加金

家族1人につき、月単位で、医療
機関毎の自己負担額（3割）から
20,000円を控除した額を支給
（100円未満切り捨て）

家族1人につき、自己負担額（3
割）から20,000円を控除した額を
支給（100円未満切り捨て）

死亡

給付の種類

家族1人につき、被保険者本人と
同じ扱い

死
亡

出産 被保険者本人と同じ条件で、1児
につき500,000円を支給

　
　
病
気
　
け
が

出
産
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〈被保険者・被扶養者共通〉　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法定給付（全国一律） 付加給付（上乗せ給付）

保険診療 ◎ 高額療養費・世帯合算 ◎ 合算高額療養費付加金

◎ 高額療養費・多数回該当 ◎ 調剤合算

保険診療

◎ 高額療養費・特定疾病

◎ 高額医療費貸付金

◎ 高額療養費現物給付

保険診療

◎ 出産育児一時金等内払金支払

（注）給付の請求権は権利発生から2年で消滅する

病
気
　
け
が
　
出
産

給付の種類

出産

出産育児一時金等の額（付加給付
を含む）から明細書に記載されて
いる医療機関等の代理受取額を
控除した額を支払う　出産育児一
時金等内払金支払依頼書を健保
組合に提出する必要がある

高額療養費支給見込額を貸し付
け、支給される高額療養費で返済

医療機関の窓口で高額療養費の
自己負担限度額を支払うだけでよ
いが、健康保険組合に事前申請
し、交付された「健康保険限度額
適用認定証」を医療機関に提出す
る必要がある

　
　
病
気
　
け
が

同一世帯で1人につき月単位で、
医療機関毎に支払った自己負担
額が21,000円を超えることが複数
ある場合は、医療費を合算して自
己負担限度額を超える部分を支
給。 自己負担限度額は5ページ
の高額療養費と同じ

同一世帯で、1年の間にすでに3
回の高額療養費が支給されてい
る場合、4回目からは自己負担限
度額が軽減され、その超える部
分を支給　。標準報酬月額83万
円以上は140,100円、同53万円～
83万円未満は93,000円、同53万
円未満は44,400円。低所得者は
24,600円

自己負担限度額から、該当1件に
つき20,000円を控除した額を支給
（100円未満切り捨て）

病院が発行した処方箋による薬局
での負担金と病院の負担金の総
額が20,000円を超えるとき、付加
金を支給（100円未満切り捨て）

1人につき月単位で医療機関毎に
支払う自己負担は、
①人工透析の場合、標準報酬月
額 530,000円未満 10,000円、
同 530,000円以上 20,000円
②血友病は一律 10,000円
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種別 項目 対象者 時　期

人間ドック  本人と  年1回
（日帰り・１泊）  配偶者

脳ドック

【支社局の場合】
申請書の印刷方法

↓ 健保組合が負担する費用の上限は63,000円（税込み）です。

健康保険組合
ホームページ

↓
人間ドックドックの

ご案内
↓

パスワードは
kyodokenpo

 本人と  4月～
 配偶者 6月

（委託業者：H.U.POCKeT株式会社)

ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防  本人と  年1回

接種補助 被扶養者

疾
病
予
防

〔３〕保健事業一覧   

支社局は事前に申請書を提出(受診料、検診機関等）

事業内容の概要

本社は健保組合の契約検診機関にて受診可能。

大腸がん、肺がん検査などを実施

２つを受診可能（一部負担金は各2,000円）

受診ごとに2,000円を
自己負担

当該年度中に30歳,35

歳,40歳,45歳,48歳,51

歳,54歳,57歳,60歳以上の

満年齢に達する人

郵便総合検診

インフルエンザの予防接種費用うち2,000円を上限に補助（接
種費用が2,000円以下の場合は全額）。

契約検診機関で受診。40歳以上74歳以下が対象。
受診者の一部負担金は2,000円。

特定健康診査 年1回

一部負担金2,000円は検診機関でお支払いください。
63,000円（税込み）を超えた場合は、超えた額も

下記、年齢該当者は、日帰りまたは１泊と脳ドックの

被扶養者

日帰り､１泊､脳ドックから選択受診(下記、年齢該当を除
オプションの付加可能（脳ドックのオプションは不可）。

検診機関でお支払いください。
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伊東保養所  本　人  随　時

 家　族

 朝夕２食 朝１食

加入者  大人 　5,000円   2,800円

 小学生   4,500円   2,300円

 未就学児   3,100円   1,800円

 3歳未満食事なし

非加入者  退職者   7,000円   5,000円

 大人   8,000円   6,300円

 小学生   7,500円   5,800円

 未就学児   4,200円   2,600円

  3歳未満食事なし

○

○

○

○

○

○

時　期種別 項　　　目

直
営
保
養
所

対象者

利用日の3日前以降の取り消しは所定のキャンセル料を徴収

連続利用は3泊4日以内（年末年始は2泊3日以内）

事業内容の概要

静岡県伊東市岡1391-39

 　区分

FAX（0557）36-6811

飲物は現地で実費払い

ホームページの予約システムで利用を受け付ける

利用時刻は午後3時から翌日午前10時迄

1人2部屋まで予約可

2,000円

 　利用料

無料

TEL（0557）38-3033
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種別 項　　　目 対象者 時　期 事業内容の概要

（健保非扶養の家族を含む）

 本　人  随　時 直営ホテルに宿泊する場合

 家　族
各ホテルへ直接、電話をするかインターネットで予約をす
る（ラフォーレ倶楽部のホ－ムページを参照）

ラフォーレ倶楽部のホームページ：

http://www.laforet.co.jp/member/kyodo20119/index.html

（対象者）

健康相談チャット・ 被保険者と共同健保加入の被扶養者

医師紹介 右記に 右記に （サービスの内容）

（委託業者：㈱ＪＭＤＣ)
記載 パソコンまたはスマートフォンによる健康相談チャットと

医師紹介。クリンタルアプリのダウンロード方法などはチラシ

でご確認ください。チラシは事務局にあります。

①健康相談チャット

・チャットボット形式による健康相談

・付近のクリニック検索

・看護師対応の健康相談（平日１０時～１８時）(回答は

医師が監修済みです)

・月５回まで無料。６回目以降は利用者が向こう５回分の

料金２００円(消費税別)をクレジットカードで支払う。

②医師紹介

上限利用回数は設けていません。

共同通信社健康保険組合の健康保険証を持参して
チェックインする

契
約
保
養
所

ラフォーレ倶楽部
（会員番号20119）

（パスワード20119ｃｃ）

ホームページ 健康保険制度のお知らせなど本人 家族 随時

保
健
指
導
宣
伝
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〈適用関係〉

区分 届け出事由 届け出書類 主な添付書類等 提出期限

① 事業主関係変更（訂正）届 5日以内

② 適用事業所所在地・ 5日以内
名称変更（訂正）届

③ 新規に社員を採用したとき 被保険者資格取得届 被扶養者（異動）届 5日以内

④ 被保険者が退職、死亡したとき 被保険者資格喪失届 5日以内

⑤ 総括表 7月1日から10日まで
総括表付表  

⑥ 被保険者報酬月額変更届 すみやかに

⑦ 被保険者生年月日訂正届 被保険者証 そのとき
 
1

⑧ 被保険者氏名変更（訂正）届 被保険者証 そのとき

⑨ 被保険者が留置場等に留置されたとき 5日以内

該当しなくなったとき 不該当届

⑩ 被保険者証回収不能届 そのとき

妊娠85日以後の出産に対し、１児
につき500,000円を支給① 被扶養者（異動）届 扶養の事実を証明する必要書

類
5日以内

② 被保険者証再交付申請書 そのとき
紛失は被保険者証滅失届

 

③ 20日以内

④ 氏名変更時に被保険者証 5日以内

〔４〕手続一覧                　　　　　　　　　　　　　　

事業主、代理人、事業主の住所（電話番
号）等が変わったとき

7月1日現在の被保険者について標準報酬
の定時決定をうけるとき

被保険者証（添付できないとき
は被保険者証滅失届か被保険
者証回収不能届）

固定賃金の変動により、標準報酬等級に2
等級以上の差が生じたとき

被保険者報酬月額算定基礎届

事
業
主

被保険者資格喪失届と同時に
提出

事業所の所在地、名称が変わったとき

被
保
険
者

被保険者であった者の所在が分からない
ため、被保険者証が回収できないとき

被保険者証を紛失、き損したとき

被保険者の氏名が変わったとき

被保険者の生年月日に誤りがあったとき

任意継続被保険者氏名（住所）変更届

扶養家族に異動があったとき

健康保険法第118条第１項該当届

任意継続被保険者の氏名、住所が変わっ
たとき

2カ月以上被保険者期間のある人が、退職
後も引き続き被保険者になろうとするとき

任意継続被保険者資格取得申請
書
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区分 届け出書類 主な添付書類等 提出期限

① 療養費支給申請書 そのとき

② 移送承認申請書・移送届 事前に

上記が承認されたとき 移送費支給申請書 領収書 そのとき

③ そのとき
傷病手当金請求書

④ 出産手当金請求書 そのとき

⑤ 死亡したとき（法定相続人） 埋葬料（費）請求書 死亡診断書、除籍謄本 そのとき

⑥ 第三者の行為による傷病届 事故証明書、診断書 事務局に報告後
 

⑦  
1

請求方法によって異なる 詳細は健保組合へ そのとき

（注）　①②⑤⑥⑦は被扶養者にも適用される　　　　　　　　　　　　

　

区分 届け出書類 主な添付書類等 提出期限

① 本社：受診券配布。本人予約 事前に
支社局：事務局へ事前申請

② 森観光トラスト㈱に申し込み 事前に

③  高額医療費資金貸付申込書 領収書、費用明細書 すみやかに
 

〈給付関係〉

届け出事由

被
保
険
者

病気やけがで会社を休み、その間給料が支
払われないとき

妊娠８５日以後、分べんした時（死産・流産
を含む）

第三者行為（交通事故等）により負傷し、給
付をうけるとき

歩行が困難で入院・転医の必要があり
移送を行いたいとき

領収明細書と医師の診断書・
同意書

出産で会社を休み、出産の日以前42日（多
胎妊娠の場合98日）出産の日後56日以内
の間給料が支払われないとき

やむを得ない事由で、自費で診療を受けた
とき、コルセットをつけたとき等

高額医療費の貸し付けを受けたいとき

被
保
険
者

届け出事由

ラフォーレ倶楽部を利用したいとき

人間ドックを受けたいとき

〈保健事業関係〉
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